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 制定の背景及び経緯 
 国際情勢の複雑化、社会経済構造の変化等により、安
全保障の裾野が経済分野に急速に拡大する中、国家・国
民の安全を経済面から確保するための取組を強化・推進
することが重要です。 
 こうした状況の中、岸田内閣は、内閣官房に設置され
た「経済安全保障法制に関する有識者会議」の提言を踏
まえ、「経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の
確保の推進に関する法律案」を第 208 回国会に提出し、
同法案は令和４年５月に成立・公布されました（以下成
立した法律を「経済安全保障推進法」といいます。）。 
 
 国家安全保障戦略について 
 令和４年 12 月に「国家安全保障戦略」を策定しまし
た。同戦略では、経済安全保障推進法の「着実な実施と
不断の見直し、更なる取組を強化する。」とされています。 
 
 
 
 
 
 
 安全保障の確保に関する経済施策を総合的かつ効果的
に推進するため、「経済施策を一体的に講ずることによる
安全保障の確保の推進に関する基本方針」を令和 4年９
月に策定しました。この方針で定められた基本的な事項
を踏まえ、法に基づき、以下の４つの制度を実施します。 
 
 重要物資の安定的な供給の確保 
その供給途絶が国民の生存や、国民生活・経済活動に

甚大な影響を及ぼす物資を特定重要物資として指定し、
民間事業者の取組に対する支援等を通じて、安定供給確
保を図ることとしています。令和４年 12 月には、半導
体や蓄電池、肥料、抗菌薬等 11 の物資を特定重要物資
に指定し、サプライチェーンの強靱化に取り組んでいま
す。 
 
 基幹インフラ役務の安定的な提供の確保 
基幹インフラ事業者の重要な設備が、外部から行われ

る役務の提供を妨害する行為の手段として用いられるこ
とを防止するため、重要な設備の導入・維持管理等の委
託を事前に審査することにより、基幹インフラ役務の安
定的な提供の確保に取り組んでいます。 
 
 先端的な重要技術の開発支援 
中長期的に我が国が国際社会において確固たる地位を

確保し続ける上で不可欠な要素となる先端的な重要技術
について、研究開発及びその成果の活用を推進すること
としています。経済安全保障重要技術育成プログラムに
よる AI、量子等に対する強力な研究開発支援のほか、研
究成果を社会実装に繋げるための伴走支援を行う協議会
の設置等に取り組んでいます。 

 
 特許出願の非公開 
 安全保障上拡散すべきでない発明が含まれる特許出願
がなされた場合に、出願公開等の手続を留保するととも
に、情報の流出を防止するための措置に取り組んでいま
す。 Cabinet Office 
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 経済安全保障推進法に基づき、 
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(2)基幹インフラ役務の安定的な提供の確保 
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(4)特許出願の非公開 

に関する４つの制度を実施することとしてい

ます。 
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